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 各務原市における女性職員の活躍の推進に関する特定事業主行動計画（以下「本計画」

という。）は、女性の職業生活における活躍の推進に関する法律（平成 27 年法律第 64

号。以下「法」という。）第 15 条に基づき、各務原市長、各務原市議会議長、各務原市

教育委員会、各務原市消防長、各務原市選挙管理委員会、各務原市代表監査委員、各務

原市公平委員会、各務原市農業委員会が策定する特定事業主行動計画である。 

 

 

１．計画期間                                   

本計画の期間は、平成２８年４月１日から平成３３年３月３１日までの５年間とす

る。 

 

 

２．女性職員の活躍の推進に向けた体制整備等                   

本市では、組織全体で継続的に女性職員の活躍を推進するため、本計画の策定・変

更、本計画に基づく取組の実施状況・数値目標の達成状況の点検・評価等について協

議を行うこととしている。  

 

 

３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標                   

（１）女性職員の活躍に関する状況把握・把握分析 

法第 15条第３項及び女性の職業生活における活躍の推進に関する法律に基づく特定

事業主行動計画の策定等に係る内閣府令（平成 27 年内閣府令第 61 号。以下「内閣府

令」という。）第２条に基づき、市長部局、市議会事務局、市教育委員会事務局、消防

本部、選挙管理委員会事務局、代表監査委員事務局、公平委員会事務局、農業委員会

事務局において、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、

改善すべき事情について分析を行った。 

 

ア 採用した職員に占める女性職員の割合    （平成２７年４月１日採用） 

区分 全体 女性 男性 

採用人数 ４２人 １１人 ３１人 

採用割合 １００．０％ ２６．２％ ７３．８％ 

※ 採用割合は、小数点以下第２位以下を四捨五入したものである。 

 

イ 平均した継続勤務年数の男女の差異    （平成２７年３月３１日現在） 

区分 比較 女性 男性 

人数 ▲２８６人 ２５５人 ５４１人 

継続勤務年数 ５年５月 ２５年２月 １９年９月 

※ 継続勤務年数は、職員数（年度途中の退職者、任期の定めのある職員は除く。）

で除した（小数点以下第２位以下を切り捨て）ものである。 
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ウ 職員一人当たりの各月ごとの超過勤務時間（平成２６年度） 

（単位：時間） 

26年度 4月 5月 6月 7月 8月 9月 10月 11月 １2月 1月 2月 3月 

職員一人当

たりの超過

勤務時間 

15.5 14.7 11.3 10.6 9.2 9.9 12.6 11.9 9.6 10.8 10.5 13.0 

※ 職員一人当たりの時間数は、平成２６年４月１日現在の職員数（時間外勤務手

当が支給されない職員を除く。）で単純に除した（小数点第２位以下を四捨て

五入）ものである。 

 

 

エ 管理的地位にある職員に占める女性職員の割合 

（平成２７年４月１日現在） 

区分 全体 女性 男性 

対象人数 １４９人 ２０人 １２９人 

割合 １００．０％ １３．４％ ８６．６％ 

※ 管理的地位にある職員とは、課長相当職以上の職員とする。 

※ 割合は、小数点以下第２位以下を四捨五入したものである。 

 

 

オ 各役職段階に占める女性職員の割合    （平成２７年４月１日現在） 

区分 全体 女性 男性 

部局長・次長

相当職 

人数 ３７人 ２人 ３５人 

割合 １００．０％ ５．４％ ９４．６％ 

本庁課長相当

職 

人数 １１２人 １８人 ９４人 

割合 １００．０％ １６．１％ ８３．９％ 

本庁課長補佐

相当職 

人数 １４２人 ３０人 １１２人 

割合 １００．０％ ２１．１％ ７８．９％ 

本庁係長相当

職 

人数 ２３人 ２人 ２１人 

割合 １００．０％ ８．７％ ９１．３％ 

※ 割合は、小数点以下第２位以下を四捨五入したものである。 

 

 

カ 男女別の育児休業取得率（平成２６年度に新たに取得可能となった者） 

区分 女性 男性 

対象人数 １人 ２１人 

取得人数 １人 ０人 

取得率 １００．０％ ０．０％ 

※ 取得率は、小数点以下第２位以下を四捨五入したものである。 
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キ 男性職員の「妻の出産補助休暇」及び「育児参加休暇」取得率 

（平成２６年度） 

区分 男性 

対象人数(Ａ) ２１人 

妻の出産補助休暇取得人数(Ｂ) １０人 

育児参加休暇取得人数(Ｃ) ５人 

両休暇とも取得した人数(Ｄ) ４人 

取得率 （Ｂ＋Ｃ－Ｄ）/Ａ ５２．４％ 

※ 取得率は、小数点以下第２位以下を四捨五入したものである 

妻の出産補助休暇：妻の出産に伴う入退院等の付添い、妻の出産の付添い、出 

         生の届出をする場合〔２日の範囲以内（時間でも取得可）〕 

    育児参加休暇：妻が出産する場合であって、その出産予定日の６週間（多胎妊 

娠の場合にあっては１４週間）前の日から当該出産の日以後８ 

週間を経過するまでの期間で、当該出生に係る子、又は小学校 

就学の始期に達するまでの子を養育するとき 

〔５日の範囲以内（時間でも取得可）〕 

 

 

（２）女性職員の活躍の推進に向けた目標 

当該課題分析の結果、女性職員の活躍を推進するため、次のとおり目標を設定する。  

この目標は、市長部局、市議会事務局、市教育委員会事務局、消防本部、選挙管理委員

会事務局、代表監査委員事務局、公平委員会事務局、農業委員会事務局において、それ

ぞれの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善すべき事情につい

て分析を行った結果、最も大きな課題に対応するものを掲げている。  

  

◆ 仕事と家庭の両立について 

 ・平成３２年度までに、制度が利用可能な男性職員の「妻の出産補助休暇」・「育児

参加休暇」の取得率を８０％以上にする 

 ・育児中の男性職員が年次休暇を取得しやすい環境の整備を進める 

・育児・介護のために設けられている休暇等の制度を周知し、利用を促進する 

 

◆ 超過勤務の縮減について 

・職場全体で長時間勤務を抑制する雰囲気をつくる 

（「早く家に帰る日」「ノー残業デー」の励行） 

・育児・介護期間中の職員の超過勤務を抑えるため、超過勤務の制限の申請を促進する 

・事務改善や所属内での事務分担の見直しを行う 
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４．女性職員の活躍の推進に向けた目標を達成するための取組及び実施時期       

「３．女性職員の活躍の推進に向けた数値目標」で掲げた数値目標その他の目標の

達成に向け、次に掲げる取組を実施する。  

なお、この取組は、市長部局、市議会事務局、市教育委員会事務局、消防本部、選

挙管理委員会事務局、代表監査委員事務局、公平委員会事務局、農業委員会事務局に

おいて、それぞれの女性職員の職業生活における活躍に関する状況を把握し、改善す

べき事情について分析を行った結果、最も大きな課題に対応するものを掲げている。  

 

【取組】仕事と家庭の両立について 

① 平成２８年度より、庁内イントラネットや所属長を通じて、育児や介護に関する休

暇・休業等の制度の周知し、男性の家事・育児等参加に向けた機運の醸成を図ります。 

② 平成２９年度より、休暇制度等を周知するハンドブックを作成し、育児や介護に関

する休暇・休業等の取得促進を図ります。 

 

 

 

【取組】超過勤務の縮減について 

① 平成２８年度より、市長から長時間勤務是正に関する強いメッセージの発信を行い

ます。 

② 岐阜県条例（「安心して子どもを生み育てることができる岐阜県づくり条例」）にし

たがい、毎月「８」のつく日（８日、１８日、２８日）を「早く家に帰る日」として

周知を図ります。 

   毎週水曜日を「ノー残業デー」として周知徹底を図ります。 

  「早く家に帰る日」、「ノー残業デー」の実行がどうしても困難な場合は、代替日を

設けるなど、超過勤務の縮減に向けて職場全体で取り組むように努めます。 

③ 育児又は介護を行う職員の時間外勤務の制限周知を図ります。所属内において、育

児や介護期間中の職員に対する業務分担の配慮を行います。 
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